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本博士論文研究では、混合研究法(Mixed Methods Research:MMR)をもちいて、青年期
にある発達障害者の家族(以下青年期発達障害者家族)のための行動支援プログラムを開
発・実施し、その効果を検討した。また本プログラムの開発・実施をとおして大学と自治
体とが協働する支援ネットワークを構築し、地域発達支援の 1 つのモデルを示した。 
発達障害者支援法(2016)は、2005 年の施行から 11 年を経て発達障害者支援の一層の充
実のために法律の全般にわたって改正され、発達障害者及びその家族その他の関係者が可
能なかぎり身近な場所において必要な支援が受けられるよう、発達障害者支援センターの
地域支援機能の強化が図られている。発達障害児の家族への地域生活支援では、ペアレン
ト・トレーニング等の都道府県での実施がすすんできているが、青年期以降の発達障害者
家族への支援体制はいまだ十分とはいえない。成人期発達障害支援のニーズ調査報告書(学
校法人昭和大学，2013)では、発達障害者家族の 69％が「本人への関わり方がわからない」、
同 54％が「発達障害の理解が難しい」と子どもとのコミュニケーションに困難を感じてお
り、約 70％が自らへの支援と家族を対象とした支援プログラムへの参加を希望していた。
このことから、家族に向けた発達障害専門の支援プログラムの開発と支援体制の整備が急
がれている。 
A 市においても同様に、青年期以降になって発達障害の診断を受ける事例の増加で、子
どもとの関係性の難しさを訴える家族からの相談が急増し、青年期発達障害者家族への支
援が取り組むべき喫緊の課題として浮上した(河田，2015)。このような経過から 2013 年
より開始された A 市青年期発達障害支援事業は、大学と自治体が連携する地域発達支援と
して、家族が発達障害への理解を深め、日常生活での有効なコミュニケーションスキルを
学ぶ機会を設けることを目的に、家族間コミュニケーションに着目した行動支援プログラ
ムを新しく開発、実施するものであった。 
現在心理学の専門性を有する大学には、地域での問題解決への参画への期待と、社会的
ニーズに則した高い専門性が求められている。その専門性とは、ニーズアセスメントの把
握と効果的な心理学支援を実践することだけではなく、介入の効果検証を行うエビデンス
に基づく心理学的実践(Evidence-based Psychological Practice:EBPP)だといえる。A 市等
政策決定者をはじめとする多くの読み手に対して、研究課題を文書化し情報提供するため
には、多元的な証拠＝エビデンスが必要であり、エビデンスのさらなる需要は、量的・質
的両データを収集し分析する混合研究法アプローチの必要性へとつながっていくと考えら
れる(Creswell，2007/2010)。 
混合研究法は、医学・看護・教育学等解決すべき課題を目の前にした実践分野において、
急速に発展を遂げてきた新しい研究法アプローチである。研究課題への理解ために(クロー
ズエンドの質問による)量的データと、(オープンエンドの質問による)質的データの両方を
収集・統合し、両データがもつ強みを合わせたところから解釈を導き出す (Creswell，
2015/2017)。混合研究法では 2 つの異なる質的・量的両データセットの分析結果をまとめ
統合するが、それがただ現象理解や課題理解だけに終わるのではなく、その結果を礎とし
て課題解決のための研究へと発展させることが求められている(クラブトリー，2016；
Creswell，2016) 。このような混合研究法の実用主義的な志向性は、社会から要請される
エビデンスに基づく心理学的実践への取り組みを補強し、これまで十分には支援が届かな
かった青年期発達障害者家族に向けたプログラムを新しく開発・実施し、その介入効果の
検討を多層的におこなう本博士論文研究の目的に合致するものであった。以上のことから、
本博士論文研究では、プログラムの開発・実施ならびにその介入の効果について混合研究
法アプローチをもちいて検討を行った。 
本博士論文研究のリサーチクエスチョンとして、以下の 3 つを挙げた。第 1 に、青年期
発達障害者家族は具体的にどのようなニーズを有しているのか、そしてプログラム参加が
家庭での家族の関わり行動にどのような変化をもたらすのか(質的研究のリサーチクエス
チョン)、第 2 に、本プログラムが、参加者家族にとって効果のあるものであったか(量的
研究のリサーチクエスチョン)、第 3 に、混合研究法のリサーチクエスチョンとして、本プ
ログラムの開発・実施が寄与する地域発達支援のモデルとは何かについて明らかにするこ
とであった。 
本博士論文研究は、家族ニーズを深く理解するためのニーズアセスメント研究と、プロ
グラム介入研究の 2 本の柱から構成された。統合的な報告は、混合研究法の介入評価のた
めの包括的説明的順次デザイン (Intervention trial : Overall Explanatory sequential 
design；Creswell，2017)により示した。 
はじめに、ニーズアセスメント研究として、混合研究法と質的研究法をもちいた研究 1—
1、研究 1—2(フォローアップケースを含む)、研究 1—3、プログラム参加者を対象としたニ
ーズアセスメント研究(研究 2-1)の 4 本の研究をおこない、青年期発達障害者の家族、なら
びにひきこもり状態にある子どもの家族ニーズを包括的に明らかにした。研究 1-1 では、
ひきこもり専門相談電話における家族ニーズについて、81 名の初回相談者家族の記録票の
記述データについてテキストマイニングならびに複線径路等至性モデル (Trajectory 
Equifinality Model:TEM)をもちいて混合研究法による多元的分析をおこなった。研究 1-
2 では、12 名のひきこもり者の家族にインタビューを行い、ひきこもりの子どもを社会に
つなぐための家族の関わり行動の変容プロセスについて修正版グラウンデッド・セオリ ・ー
アプローチ(M-GTA)を用いて明らかにした。研究 1-3 では、ひきこもり親の会であるセル
フヘルプ・グループへの参与観察と世話人へのインタビュー調査から、親の会の継続維持
要因について質的研究法を用いて検討した。プログラム介入研究の Phase1 に組み入れた
研究 2-1 は、プログラム参加前(プレ期)にて収集した参加者のニーズアセスメント調査で
あり、2013 年度のパイロットプログラム、ならびに 2014 年度、2015 年度に参加した計
58 名を対象にした。以上の研究結果から、家族は、①青年期における発達障害に関する情
報支援ニーズ、②家族間コミュニケーションサポートニーズ、③子どもとの関わりに効果
的な日常生活場面に則した行動支援ニーズ、④個別性に配慮した参加者同士の相互交流へ
のサポートニーズを有していることが示された。これら具体的な家族ニーズの把握は、そ
の後に続くプログラム介入研究の基礎となり、本プログラム実施に寄与したと考えられた。 
ニーズアセスメント研究で得られた先の 4 つの内容を取り入れ新しく開発したプログラ
ムは、1 年を前期、後期にわけ、グループ単位で実施された。機能的アセスメントにより
各家庭での家族間コミュニケーションの問題を明らかにしたうえで、セッション中は教示、
モデリング、ロールプレイ、行動リハーサル、フィードバックなどを用いて介入し、参加
者による発達障害者本人への肯定的な関わり行動の増加を目指した。 
第１次介入トライアル(Phase2)では、2014 年度、2015 年度のプログラム参加者 44 名
を対象に本プログラムを実施した。プログラム開始前後ならびにフォローアップ期に、精
神健康度(GHQ12)、感情の状態(日本語版 PANAS)、対象となる子どもに対する家族の関わ
り行動質問項目ならびにプログラム評価に関する質問紙調査を行い、量的データの収集・
分析によるプログラム介入の効果を検討した(研究 2-2)。あわせて参加者のホームワークの
テキストデータ(質的データ)の内容分析を行った(研究 2-3)。続く質的フォローアップトラ
イアル(Phase 3)では、量的分析の結果をより深く理解するために、プログラム参加者 6 名
を対象にインタビュー調査をおこない、プログラム参加後の家族の関わり行動の変容プロ
セスを明らかにした(研究 2-4)。最後に、2016 年度に参加していた参加者 20 名を対象とし
た第 2 次介入トライアル(Phase 4)では、待機 WL(waiting list)群とプログラム介入群の群
間比較によるプログラム評価のための量的研究をおこなった(研究 2-5)。 
介入トライアルにおける量的研究の結果からは、本プログラムが、概ね参加者家族の精
神健康状態を改善し、家庭での子どもへの関わり行動を変化させることで子どもとの関係
が良好になったことが示された。介入の効果についてはさらに続く質的研究をおこない、
プログラムの学びによる家庭内での家族の関わり行動の変容についてより詳細に示した。
また待機群を設けて群間比較をおこなった量的結果(研究 2-5)も、研究 2-2 と同様に本プロ
グラム介入の効果を支持するものであった。以上、質的量的両結果を統合する混合研究法
アプローチは、本プログラムの効果に係るエビデンスについて多層的に検討することを可
能にし、得られた参加者家族への深い理解は、今後さらに本プログラムを発展させていく
うえでの支援ニーズ理解の基盤となったと考えられた。 
本プログラムの効果的な介入の結果は、事業の計画立案および運営管理をおこなうA市、
地域で本人・家族への継続支援を担う窓口相談員、そしてプログラムの開発および実施を
担当する大学の 3 機関がそれぞれの専門性を活かし、プログラム実施に一丸となって取り
組んだことも大きく貢献したと考えられる。すなわち、本博士論文研究で取り上げた青年
期発達障害者家族のための行動支援プログラムは、青年期発達障害者家族支援への貢献に
とどまらず、地域発達支援ネットワークを構築し、発展させる研究実践の基盤として有効
に機能するものであった。このことから本博士論文研究では、自治体と協働する持続可能
な地域発達支援の 1 つのモデルを示すことができたと結論づけた。 
 
